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資料１ 桐生市安全なまちづくり推進条例（桐生市条例第 30 号） 

 
  (目的) 
第 1 条 この条例は、地域における犯罪被害を未然に防止するために必要な事項を定める
ことにより、市民が安心して暮らすことができる安全な地域社会の実現（以下「安全な
まちづくり」という。）を図ることを目的とする。 

  (定義) 
第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに
よる。 
(1) 市民 市内に居住する者、市内に通勤し、又は通学する者及び市内に滞在する者
をいう。 

  (2) 事業者 市内で事業を営む者及び市内に所在する土地若しくは建物(以下「土地
等」という。)を所有し、又は管理する者をいう。 

  (3) 関係行政機関 市の区域を管轄する警察署、消防署等の行政機関をいう。 
(市の責務) 

第 3 条 市は、市民、事業者及びこれらの者で組織される団体（以下「市民等」という。）
並びに関係行政機関と連携し、及び協力して、安全なまちづくりに係る施策を総合的か
つ計画的に実施する責務を有する。 
(市民の責務) 

第 4 条 市民は、自らの犯罪被害を未然に防止するよう努めるとともに、市民等が行う安
全なまちづくりに係る自主的な活動及び市が実施する安全なまちづくりに係る施策に
協力するよう努めなければならない。 
(事業者の責務) 

第 5 条 事業者は、自らの事業活動及び土地等の管理が安全に行われるための環境を確保
し、安全なまちづくりに係る自主的な活動に努めるとともに、市が実施する安全なまち
づくりに係る施策に協力するよう努めなければならない。 
(推進体制の整備) 

第 6 条 市は、市民等及び関係行政機関との協働により安全なまちづくりを推進するため
の体制を整備するものとする。 
(基本計画の策定) 

第 7 条 市長は、安全なまちづくりに係る施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、基
本計画を策定するものとする。 

2 市長は、基本計画を策定するにあたっては、あらかじめ市民等の意見を反映すること
ができるよう必要な措置を講ずるものとする。 

3 市長は、基本計画を策定したときは、これを公表するものとする。 
4 前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

(市民等に対する支援) 
第 8 条 市は、市民等が行う、安全なまちづくりに係る自主的な活動を促進するため、情
報の提供等の支援を行うものとする。 
(青少年への施策) 

第 9 条 市は、市民等及び関係行政機関と連携し、青少年の健全育成及び非行防止のため
の社会環境の醸成に努めるものとする。 
(児童及び生徒等の安全確保) 

第 10 条 市は、市民等及び関係行政機関と連携し、児童及び生徒等が学校及び通学路等
において犯罪被害に遭わないよう、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
(犯罪の防止に配慮した施設の整備) 

第 11 条 市は、道路、公園、共同住宅その他の施設を整備するにあたっては、当該施設
を犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有するものとするために必要な措置を講ずるよ
う努めるものとする。 
(委任) 

第 12 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、別に定め
る。 

   附 則 
  この条例は、平成 16年 10 月 1日から施行する。 
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資料２ 桐生市安全なまちづくり推進協議会要綱 

 

(設置) 

第 1条 桐生市安全なまちづくり推進条例(平成 16年桐生市条例第 30号)及び桐生市安全

なまちづくり推進基本計画(以下「基本計画」という。)に基づき、市民、事業者、警察

署、市及び関係行政機関が一体となって市民が安心して暮らすことができる安全な地域

社会の実現(以下「安全なまちづくり」という。)を推進するため、桐生市安全なまちづ

くり推進協議会(以下「協議会」という。)を設置する。  

[桐生市安全なまちづくり推進条例(平成 16 年桐生市条例第 30 号)] 

(所掌事務) 

第 2 条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。  

(1) 犯罪被害を未然に防止し、安全なまちづくりを図るための対策、方針等に関する

こと。  

(2) 安全なまちづくりのための情報交換及び連絡調整に関すること。  

(3) 基本計画の変更等に関すること。  

(4) 協議会の予算、決算、事業計画及び事業報告に関すること。  

(5) 前各号に掲げるもののほか、安全なまちづくりのために必要な事項に関すること。  

(組織) 

第 3 条 協議会は、20人以内の理事をもって組織する。  

(理事) 

第 4 条 協議会の理事は、別表第 1に掲げる者とする。  

(会長及び副会長) 

第 5 条 協議会に会長及び副会長 2人を置く。  

2 会長は市長とし、副会長は市議会議長及び所轄警察署長とする。  

3 会長は、協議会を代表し、会務を統括する。  

4 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじ

め会長が指定した副会長がその職務を代理する。  

(総会) 

第 6 条 協議会の会議(以下「総会」という。)は、協議会の業務を審議し、決定する。  

2 会長は、必要に応じて総会を招集し、その議長となる。  

3 協議会が必要と認めるときは、関係者に出席を求め、意見又は説明を聴くことがで

きる。  

(幹事会) 

第 7 条 協議会の業務を補佐し、事務を円滑に行うため、協議会に幹事会を置く。  

(準用規定) 

第 8 条 第 3 条並びに第 6条第 2項及び第 3項の規定は、幹事会について準用する。  

[第 3 条] [第 5条] [第 7 条第 2項] [第 3 項] 

2 幹事会の幹事は、別表第 2に掲げる者とする。  

(幹事長) 

第 9 条 幹事会に幹事長を 1人置く。  

2 幹事長は、幹事の互選とする。  
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3 幹事長は、幹事を代表し、会務を統括する。  

(庶務) 

第 10 条 協議会の庶務は、市民生活部地域づくり課が行うものとする。  

(補則) 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に

定める。  

附 則  

この要綱は、平成 17年 8 月 29 日から施行する。  

附 則(平成 23年 4 月 1日)  

この要綱は、平成 23年 4 月 1 日から施行する。  

附 則(平成 23年 7 月 1日)  

この要綱は、平成 23年 7 月 1 日から施行する。  

附 則(平成 25年 4 月 1日)  

この要綱は、平成 25年 4 月 1 日から施行する。(設置) 

附 則(平成 29年 4 月 1日) 

 この要綱は、平成 29年 4 月 1日から施行する。 

附 則(令和 2年 4月 1日) 

 この要綱は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

 

別表第 1(第 4 条関係) 

 

役 職 団体役職等 

会 長 桐生市長 

副会長 桐生市議会議長 

副会長 桐生警察署長 

理 事 桐生市区長連絡協議会会長 

理 事 桐生商工会議所会頭 

理 事 桐生地区高等学校長会会長 

理 事 桐生市中学校長会会長 

理 事 桐生市小学校校長会会長 

理 事 桐生市ＰＴＡ連絡協議会会長 

理 事 桐生交通安全協会会長 

理 事 桐生市婦人団体連絡協議会会長 

理 事 桐生市老人クラブ連合会会長 

理 事 桐生市青少年愛育運動推進会議会長 

理 事 桐生市青少年育成補導連絡協議会会長 

理 事 桐生・みどり地区地域安全活動推進協議会会長 

理 事 桐生市教育委員会教育長 

理 事 桐生市消防長 
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別表第 2(第 8 条関係) 

 

役 職 団体役職等 

幹 事 桐生警察署刑事生活安全官 

幹 事 桐生警察署生活安全課長 

幹 事 桐生商工会議所総務課長 

幹 事 桐生地区中学校・高等学校生徒指導対策協議会事務局長 

幹 事 桐生交通安全協会事務局長 

幹 事 桐生市市民生活部清掃センター所長 

幹 事 桐生市子どもすこやか部青少年課長 

幹 事 桐生市都市整備部土木課長 

幹 事 桐生市都市整備部公園緑地課長 

幹 事 桐生市都市整備部建築住宅課長 

幹 事 桐生市教育委員会教育部総務課長 

幹 事 桐生市教育委員会教育部学校教育課長 

幹 事 桐生市教育委員会教育部生涯学習課長 

幹 事 桐生市消防本部予防課長 
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資料３ 群馬県犯罪防止推進条例（平成 16 年 6月 16 日施行） 

 

（目的） 
第一条 この条例は、地域社会において日常的に安全が保たれるよう犯罪の起こりにくいま

ちづくり（以下「安全なまちづくり」という。）に関し県、県民及び事業者の責務を明ら
かにするとともに、犯罪の防止のために必要な事項を定め、もって県民及び観光等で本県
を訪れる者が安心して暮らし、又は滞在することができる安全な社会の実現を図ることを
目的とする。  
（県の責務）  

第二条 県は、市町村及び県民等（県民、事業者及びこれらの者で組織される団体をいう。
以下同じ。）と連携し、及び協力して、安全なまちづくりに関する施策を総合的に実施す
る責務を有する。 

２ 県は、市町村が実施する安全なまちづくりに関する施策及び県民等が行う安全なまちづ
くりに関する活動に対し、支援及び協力を行うよう努めるものとする。 
（県民の責務）  

第三条 県民は、自ら安全の確保に努めるとともに、県民等が行う安全なまちづくりに関す
る活動及び県が実施する安全なまちづくりに関する施策に協力するよう努めるものとす
る。  

（事業者の責務）  
第四条 事業者は、その所有し、又は管理する施設及び事業活動に関し、自ら安全の確保に

努めるとともに、県が実施する安全なまちづくりに関する施策に協力するよう努めるもの
とする。  

（あいさつの励行等を通じた良好な地域社会の形成） 
第五条 県民は、地域社会において相互に信頼し、連携し、及び協力する関係が安全なまち

づくりに寄与するものであることを踏まえ、あいさつの励行、地域の行事への参加等を通
じて、良好な地域社会の形成に努めるものとする。 

（推進体制の整備）  
第六条 県は、市町村及び県民等と協働して、安全なまちづくりを推進するための体制を整

備するものとする。  
（広報活動等）  
第七条 県は、安全なまちづくりに関し県民等の理解を深めるため、広報活動及び啓発活動

を行うものとする。  
（県民等に対する支援）  
第八条 県は、県民等が自主的に行う、防犯パトロール等安全なまちづくりに関する活動を

促進するため、必要な情報の提供、技術的な助言その他の必要な支援を行うものとする。  
（犯罪に遭わないようにするための教育の充実）  
第九条 県は、子ども（おおむね十八歳以下の者をいう。以下同じ。）に対し、犯罪に遭わ

ないようにするための教育を充実するよう努めるものとする。  
（子どもの健全育成） 
第十条 県は、学校等（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校

（大学を除く。）、同法第百二十四条に規定する専修学校の高等課程、同法第百三十四条
第一項に規定する各種学校で主として子どもに対して学校教育に類する教育を行うもの
及び児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条に規定する児童福祉施設をいう。
以下同じ。）及び県民等と連携して、子どもが規範意識を持ち、社会の一員として健全な
生活を営むことができるよう、社会参画活動の推進等を通じて、その育成に努めるものと
する。  

一部改正〔平成一九年条例七五号〕 
（学校等における子どもの安全の確保）  
第十一条 学校等を設置し、又は管理する者は、次項の指針に基づき、当該学校等の施設内

において、子どもの安全を確保するよう努めるものとする。  
２ 知事、教育委員会及び公安委員会は、共同して、学校等の施設内における子どもの安全

の確保のための指針を定めるものとする。 
  
（学校等における安全対策の推進）  

http://www.pref.gunma.jp/b/03/tian/05jyorei/shishinsakutei.htm
http://www.pref.gunma.jp/b/03/tian/05jyorei/shishinsakutei.htm


- 15 -  

第十二条 県立の学校等を管理する者は、必要があると認めるときは、その所在地を管轄す
る警察署その他の関係機関の職員、子どもの保護者、安全なまちづくりに関する活動を行
う県民等その他当該管理者が必要と認める者の参加を求めて、当該学校等の施設内におけ
る安全対策を推進するための体制を整備し、子どもの安全を確保するために必要な措置を
講ずるよう努めるものとする。 

２ 県は、県立の学校等以外の学校等を設置し、又は管理する者に対し、当該学校等の施設
内における安全対策の実施について、必要な情報の提供、技術的な助言等を行うよう努め
るものとする。  

（通学路等における子どもの安全の確保）  
第十三条 警察署長は、その管轄区域において、通学路等（子どもが通学、通園等の用に供

している道路及び子どもが日常的に利用している公園、広場等をいう。以下同じ。）を管
理する者、子どもの保護者、学校等を管理する者、地域住民等と連携して、当該通学路等
における子どもの安全を確保するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

２ 県民は、通学路等において、子どもが危害を受けていると認められる場合又は危害を受
けるおそれがあると認められる場合には、警察官への通報、避難誘導その他の必要な措置
をとるよう努めるものとする。 

（犯罪の防止に配慮した道路等の普及）  
第十四条 県は、犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有する道路、公園、自動車駐車場及

び自転車駐車場（以下「道路等」という。）の普及に努めるものとする。  
２ 知事及び公安委員会は、共同して、道路等について、犯罪の防止に配慮した構造、設備

等に関する指針を定めるものとする。  
（道路等の設置者等の努力義務）  
第十五条 道路等を設置し、又は管理する者は、前条第二項の指針に基づき、当該道路等を

犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有するものとするために必要な措置を講ずるよう努
めるものとする。  

（空地又は空家における犯罪防止の措置） 
第十六条 空地又は空家を所有し、又は管理する者は、当該空地又は空家について、犯罪を

防止するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
（犯罪の防止に配慮した住宅の普及）  
第十七条 県は、犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有する住宅の普及に努めるものとす

る。  
２ 知事は、公安委員会と協議して、住宅について、犯罪の防止に配慮した構造、設備等に

関する指針を定めるものとする。  
（住宅を建築しようとする者等の努力義務）  
第十八条 住宅を建築しようとする者、住宅を設計し、建築し、又は供給しようとする事業

者及び共同住宅を所有し、又は管理する者は、前条第２項の指針に基づき、当該住宅を犯
罪の防止に配慮した構造、設備等を有するものとするために必要な措置を講ずるよう努め
るものとする。  

（深夜に営業する小売店舗における犯罪防止の措置）  
第十九条 深夜（午後十一時から翌日の午前六時までの間をいう。）において営業する店舗

で小売業を営む者は、犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有する店舗の整備その他の犯
罪の防止のために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
（観光旅行者等の安全の確保） 

第二十条 県は、観光に関する事業を営む者等と連携して、観光旅行者等（観光旅行者及び
観光以外の目的で本県を訪れる者をいう。以下同じ。）の安全を確保するために必要な措
置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 県民等は、観光旅行者等が安心して滞在することができるよう配慮に努めるものとする。
附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成十九年十二月二十五日条例第七十五号） 

この条例は、学校教育法等の一部を改正する法律（平成十九年法律第九十六号）の施行

の日又はこの条例の交付の日のいずれか遅い日から施行する。 

http://www.pref.gunma.jp/b/03/tian/05jyorei/shishinsakutei.htm
http://www.pref.gunma.jp/b/03/tian/05jyorei/shishinsakutei.htm
http://www.pref.gunma.jp/b/03/tian/05jyorei/shishinsakutei.htm
http://www.pref.gunma.jp/b/03/tian/05jyorei/shishinsakutei.htm
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資料４ 道路、公園、自動車駐車場及び自転車駐車場に関する防犯上の指針 
 
第１ 通則 

１ 目的 
この指針は、群馬県犯罪防止推進条例（平成１６年群馬県条例第４５号）第 

１４条第２項の規定に基づき、道路、公園、自動車駐車場及び自転車駐車場（以 
下「道路等」という。）について、犯罪の防止に配慮した構造、設備等に関す 
る指針を定め、これに基づく施策を推進することにより、未然に犯罪の被害か 
ら県民を守ることを目的とする。 
２ 適用範囲等 

（１）この指針は、公共の場所として不特定かつ多数の者が利用する道路等 
を対象とする。 

（２）この指針は、管理者等が努力すべき道路等の防犯性の向上に係る企画、 
設計及び施設整備上配慮すべき事項を示すものである。 

（３）この指針は、社会状況の変化や技術の進展等を踏まえ、必要に応じて 
見直すものとする。 

３ 取組の方法 
（１）この指針の運用に当たっては、関係法令等との関係、管理体制の整備 

状況、住民の要望等を検討した上、関係者と協議し対応するものとする。 
（２）この指針に基づく施策の推進に当たっては地域住民が不安を感じる事 

案の発生状況や地域住民の要望等を勘案し、特に防犯対策を講ずる必要 
性の高い道路等から順次、整備が図られるようにするとともに、県民等 
との協働による取組により、一層の犯罪防止に努めるものとする。 

（３）この指針は、多くの人の目（視線）を自然な形で確保し、犯罪を企て 
る者（以下「犯罪企図者」という。）に「犯罪行為をすれば第三者に目 
撃されるかも知れない」と感じさせるとともに、犯罪企図者が被害対象 
者・対象物に接近することを妨げることにより、犯罪の機会を減少させ 
犯罪抑止を図るものとする。 

第２ 配慮すべき事項等 
１ 道路 

（１）「人の目」の確保（監視性の確保） 
ア 照度 
（ア）夜間において人の行動を視認できるよう、光害にも注意しつつ防 
  犯灯、街路灯等により必要な照度（注１）を確保すること。 
（イ）ＬＥＤなど低コストで高い照度を得られる照明設備の導入・普及 
  に努めること。 
（ウ）照明が樹木に覆われたり汚損したりすることにより予定した照度 
  を維持できなくなるおそれがあるので、適時に点検すること。 
（エ）道路が暗い場合で防犯灯、街路灯等の新増設が難しいときには、 
  沿道住民の理解と協力を得て、門灯等の活用も検討すること。 
イ 見通し 
（ア）道路における植栽について、計画の段階より、通行人や周辺住民 
  からの見通しに配慮して、配置や樹種の選定に当たるものとし、例 

えば視線の高さよりも上に樹冠のある高木や視線よりも低い樹種を 
選定することや、視線を連続してさえぎらない配置などを考慮する。 

また、植栽の時点では問題がなくとも、生長に伴い、枝葉が繁茂 
      して、見通しを悪くする可能性があるため、適時に点検するととも 

に、必要に応じてせん定等の樹木管理を行う。 
（イ）住宅、学校等の囲障は、ブロック塀はできる限り避け、柵など見 
  通しのよいものにする。 
（ウ）狭い道路に面した家屋は、建て替え等の際に壁面を後退させると 
  道路空間の見通しがよくなり、交通安全、防災に加えて防犯上も有 

効である。角地の隅切りも効果がある。 
（エ）地下道等で犯罪発生の危険が高い箇所においては、できる限り防 

犯カメラ、防犯ベル（注２）その他の防犯設備を設置する。 
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（２）犯罪企図者の接近の制御 
特にひったくりの被害が多い道路については、犯罪企図者がオートバ 

イに乗ったまま歩行者に接近するのを防止するのが犯罪抑制に効果的で 
あるため、必要に応じてガードレールの設置や横断防止柵、縁石、植栽 
等で、車道と歩道の分離に努めることが望ましい。 

２ 公園等 
（１）「人の目」の確保（監視性の確保） 

ア 照度 
（ア）夜間において人の行動を視認できるよう、光害にも注意しつつ防 
  犯灯等により必要な照度（注１）を確保すること。 
（イ）ＬＥＤなど低コストで高い照度を得られる照明設備の導入・普及 
  に努めること。 
（ウ）照明が樹木に覆われたり汚損したりすることにより予定した照度 
  を維持できなくなるおそれがあるので、適時に点検すること。 
（エ）公衆便所については、建物の入口付近及び内部において人の顔、 
  行動を明確に識別できる程度以上の照度（注３）を確保すること。 

特に公衆便所の各個室など犯罪発生の危険が大きいものについては、 
できる限り防犯ベル（注２）を設置すること。 

（オ）特に犯罪の多い地区の公共施設等においては、緊急通報装置、防 
  犯ベル等の設置を推進すること。 
イ 見通し 
（ア）公園の周囲における植栽について、計画の段階より、通行人や周 

辺住民からの見通しに配慮して、配置や樹種の選定に当たるものと 
し、例えば視線の高さよりも上に樹冠のある高木や視線よりも低い 
樹種を選定することや、視線を連続してさえぎらない配置などを考 
慮すること。また、植栽の時点では問題がなくとも、生長に伴い、 
枝葉が繁茂して、見通しを悪くする可能性があるため、適時に点検 
するとともに、必要に応じてせん定等の樹木管理を行うこと。 

  （イ）公園の内部においても、植栽、遊具等により見通しの悪い空間が 
できないように配慮すること。特に公衆便所は危険の大きい場所に 
なりがちであるので、周辺の道路、住宅等からの見通しを確保する 
こと。 

（２）犯罪企図者の接近の制御 
  ア 公園内部への一般車両の進入を制限するために、車止め等の措置を 

講ずること。 
イ 公園は隣接する建物等への進入経路となる場合があることから、境 

界部に近づきにくい植栽を配置したり、乗り越えにくい柵を巡らすな 
ど侵入対策に留意すること。 

３ 自動車駐車場及び自転車駐車場 
（１）「人の目」の確保（監視性の確保） 

ア 照度 
（ア）夜間において人の行動を視認できるよう、光害にも注意しつつ必 

要な照度（注１・注４）を確保すること。ただし、門扉等で閉鎖す 
る、あるいはその他の防犯対策を講ずる場合はこの限りでない。 

（イ）ＬＥＤなど低コストで高い照度を得られる照明設備の導入・普及 
に努めること。 

（ウ）照明が汚損する等により予定した照度を維持できなくなるおそれ 
があるので、適時に点検すること。  

イ 見通し 
自動車駐車場及び自転車駐車場（以下「駐車場・駐輪場」という。） 

の外周のフェンス、柵等はできる限り見通しのよいものとして周囲 
からの見通しを確保するとともに、管理者が常駐若しくは巡回し、 
又は防犯カメラその他の防犯設備を設置すること。 

ウ その他 
立体式駐車場においてエレベーターを設置する場合は、エレベー 
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ターホールからかご内を見通すことができる構造のものとすること。 
エレベーターのかご内は、人の顔、行動を明確に識別できる程度以 
上の照度（注４）を確保するとともに、防犯カメラを設置すること。 

（２）犯罪企図者の接近の制御 
ア 駐車場・駐輪場については、その外周において柵等により周囲と区 

分し、可能であれば出入口には自動ゲート管理システムの設置、管理 
人の配置等を行う。ただし、その柵等が隣接家屋の２階等への侵入経 
路とならないよう注意すること。  

イ チェ－ン用バ－ラック、サイクルラック等の設置により自転車の盗 
難防止措置を講ずること。 

４ 地区に対する住民等の帰属意識・共同意識の向上（領域性の強化）（注５） 
（１）地域住民が愛着を持って利用し、自発的に維持管理に参加するような 

施設は、犯罪の抑制に効果的であると考えられるため、道路等の植栽、 
公園の整備・管理等において、ワークショップによる計画づくり等を含 
めてできる限りの住民参加を促進する。その際、軽微な犯罪であっても 
放置されれば地域全体の治安の悪化につながるとの考えに沿って、落書 
き消しやゴミの不法投棄への対応等も行う。 

（２）住宅地における侵入窃盗その他の犯罪防止効果に鑑み、通過交通の抑 
制、道路空間を通じた地域のコミュニティ意識の活性化等が必要な場合 
に「コミュニティ道路」（注６）等の整備を積極的に行う。 

（３）問題意識の共有を図るため、当該地区の公共的な空間における犯罪の 
発生状況その他の具体的な情報について、被害者のプライバシー等に十 
分配慮しつつ、地域の住民及び地方公共団体等に積極的に提供すること。 

 
（注１）「人の行動を視認できる」ためには、４メートル先の人の挙動、姿勢等 

が識別できることを前提とすると、平均水平面照度（地面又は床面にお 
ける平均照度。以下同じ。）が概ね３ルクス以上必要である。 

（注２）「防犯ベル」とは、犯罪の発生のおそれがある場合等非常の場合におい 
て、押しボタンを押すことによりベルが吹鳴する、赤色灯が点灯する等 
の機能を有する装置をいう。 

（注３）「人の顔、行動を明確に識別できる」ためには、１０メートル先の人の 
顔及び行動が明確に識別でき、誰であるか明確に分かることを前提とす 
ると、平均水平面照度が概ね５０ルクス以上必要である。 

（注４）駐車場法施行令第１３条では、自動車の駐車の用に供する部分の面積が 
５００平方メートル以上の建築物である路外駐車場の照明装置に関して、 
自動車の車路の路面１０ルクス以上、自動車の駐車の用に供する部分の 
床面２ルクス以上と規定している。 

（注５）住民等が「我々のまち」であるという強い意識を持ち、強固なコミュニ 
ティを形成するとともに地区の施設等の十分な維持管理を行うことを通 
じ、住民等による防犯活動を活発化させるとともに、犯罪企図者に「立 
ち入れば部外者として目立ってしまう」と意識させて犯罪抑止を図るも 
のとする。 

（注６）周辺に通過交通を処理する幹線道路が整備されている地区の道路におい 
て、通過交通の進入を抑制し、歩行者等が安全かつ快適に通行できる交 
通環境を形成するため、歩道部の幅員を広くとる、車道部分をジグザグ 
に変化させるなどして整備される歩行者優先の道路をいう。 

  
平成２６年８月２０日一部改正 
平成２６年７月２４日群馬県知事決定 
平成２６年８月２０日群馬県公安委員会決定 
平成１６年１２月２８日群馬県知事決定 
平成１６年１２月２２日群馬県公安委員会決定 
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資料５ 犯罪の防止に配慮した住宅の設計に関する指針 
 

第１ 通則 

 １ 目的 

この指針は、群馬県犯罪防止推進条例（平成１６年群馬県条例第４５号）第１７条第 

２項の規定に基づき、一戸建住宅、長屋及び共同住宅（以下「住宅」という。）につい

て、犯罪の防止に配慮した構造、設備等に関する設計基準を定め、防犯性の高い住宅の

普及を図ることにより、県民等が安全に暮らすことのできる社会を実現することを目的

とする。 

 ２ 適用範囲等 

 （１）この指針は、新築（建替え及び増改築を含む。以下同じ）並びに模様替及び修

繕（以下「リフォ－ム等」という。）される住宅を対象とし、新築される住宅の

設計基準及びリフォ－ム等の内容に応じて該当する設計基準についてそれぞれ

適用する。 

  （２）この指針は、住宅の防犯性の向上に係る企画、計画上の配慮事項等を具体化す

るに当たって参考となる手法等を示すものであり、住宅を建築しようとする者、

住宅を設計し、建築し又は供給しようとする事業者及び共同住宅を所有し、又は

管理するもの（以下「事業者等」という。）に対し、何らかの義務を負わせ、ま

たは規制を課すものではない。 

  （３）この指針の運用に当たっては、建築関係法令、事業者等が定める建築計画上の

制約等に配慮し、事業者等による対応が困難と判断される項目については除外す

る。 

  （４）この指針は、社会状況の変化や技術の進展等を踏まえ、必要に応じて見直すも

のとする。 

第２ 住宅における防犯対策の設計基準 

 １ 基本的な考え方 

  （１）防犯性の向上のあり方 

     防犯性は、住宅の安全性を確保する上で重要な要素であり、特に最近は、犯罪

の増加や居住者の関心の高まり等から、その重要性が高まっており、住宅の企

画・計画・設計に当たっては防犯性の向上に十分配慮する必要がある。 

防犯性の向上に当たっては、居住者の防犯意識の向上とともに、住宅に必要な

他の性能や経済性等とのバランスに配慮しながら、建築上の対応や設備の活用等

により、効率的で効果的な対策となるように企画・計画・設計を行うことや、居

住者及び周辺住民による防犯活動の取組、警察との連携等につなげることに留意

して企画・計画・設計を行うことが必要である。 

  （２）防犯に配慮した企画・計画・設計の基本原則 

     住宅の周辺地域の状況、入居者属性、管理体制、時間帯による状況の変化等に

応じて、次の４つの基本原則から住宅の防犯性の向上のあり方を検討し、企画・

計画・設計を行う。 

    ア 周囲からの見通しを確保する（監視性の確保） 

敷地内の屋外各部及び住棟内の共用部分等は、周囲からの見通しが確保され 
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るように、敷地内の配置計画、動線計画、住棟計画、各部位の設計等を工夫す

るとともに、必要に応じて防犯カメラの設置等の措置を講じるものとする。 

    イ 居住者の帰属意識の向上、コミュニティ形成の促進を図る（領域性の強化） 

共同住宅に対する居住者の帰属意識が高まるように、住棟の形態や意匠、共

用部分の管理方法等を工夫する。また、共用部分の利用機会が増え、コミュニ

ティ形成が促進されるように、敷地内の配置計画、動線計画、住棟計画、共用

部分の維持管理計画及び利用計画等を工夫する。 

    ウ 犯罪企図者（犯罪を企てる者をいう。以下同じ。）の動きを限定し、接近を

妨げる（接近の制御） 

住戸の玄関扉、窓、バルコニー等は、犯罪企図者が接近しにくいように、敷

地内の配置計画、動線計画、住棟計画、各部位の設計等を工夫したものとする

とともに、必要に応じてオートロックシステムの導入等の措置を講じるものと

する。 

    エ 部材や設備等を破壊されにくいものとする（被害対象の強化・回避） 

住戸の玄関扉や勝手口（以下「玄関扉等」という。）、窓等は、侵入盗等の

被害に遭いにくいように、破壊等が行われにくい構造等とするとともに、必要

に応じて補助錠や面格子の設置等の措置を講じるものとする。 

 ２ 住宅の計画 

  ２－１ 一戸建住宅（長屋、共同住宅の専用部分を含む）の設計 

  （１） 玄関扉等 

    ア 新築の場合 

       （ア） 玄関扉等の材質・構造 

住戸の玄関扉等は、防犯建物部品等（注１）である扉（枠を含む。以下

同じ。）及び錠を設置したものとする。 

    （イ） 玄関扉のドアスコープ・ドアチェーン等 

住戸の玄関扉は、外部の様子を見通すことが可能なドアスコープ等を設

置したものとするとともに、錠の機能を補完するドアチェーン等を設置し

たものとする。 

     イ リフォーム等の場合 

     （ア） 玄関扉等の材質・構造 

住戸の玄関扉等は、防犯建物部品等の扉及び錠を設置したものとする。 

やむを得ず防犯建物部品等が設置できない場合は、玄関扉（枠を含む。）

は、その材質をスチール製等の破壊が困難なもので、デッドボルト（かん

ぬき）が外部から見えない構造のもの又はガードプレート等を設置したも

のとするとともに、錠は、ピッキングが困難な構造のシリンダーを有する

もので、面付箱錠、彫込箱錠等破壊が困難な構造のものとし、主錠の他に、

補助錠を設置することが望ましい。 

    （イ） 玄関扉のドアスコープ・ドアチェーン等 

          新築の場合と同様とする。 

 （２） センサ－付照明 

夜間における不審者への威嚇や、居住者の帰宅時に周囲の様子が視認できる
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ように、玄関付近及び敷地内の死角となるような場所には、常時点灯する照明

又は人の動きを感知して点灯するセンサ－付の照明を設置することが望まし

い。 

 （３） インタ－ホン 

    ア 住戸玄関外側との通話等 

住戸内には、住戸玄関の外側との間で通話が可能な機能等を有するインター

ホン又はドアホン若しくは来訪者を撮影・録画可能なモニタ－付インタ－ホン

等を設置することが望ましい。 

    イ 管理人室等との通話等 

インターホンは、管理人室を設置する場合にあっては、住戸内と管理人室と

の間で通話が可能な機能等を有するものとすることが望ましい。また、オート

ロックシステムを導入する場合には、住戸内と共用玄関の外側との間で通話が

可能な機能及び共用玄関扉の電気錠を住戸内から解錠する機能を有するととも

に、通話者及び玄関の外側の状況の撮影・録画機能を有するインターホンを設

置することが望ましい。 

  （４） 窓 

    ア 新築の場合 

       （ア） 共用廊下に面する住戸の窓等 

共用廊下に面する住戸の窓（侵入のおそれのない小窓（注２）を除く。

以下同じ。）及び接地階に存する住戸の窓のうちバルコニー等に面するも

の以外のものは、防犯建物部品等であるサッシ及びガラス（防犯建物部品

等であるウィンドウフィルムを貼付したものを含む。以下同じ。）、面格

子その他の建具を設置したものとする。 

    （イ） バルコニー等に面する窓 

バルコニー等に面する住戸の窓のうち侵入が想定される階に存するも 

のは、防犯建物部品等であるサッシ及びガラスその他の建具を設置したも

のとする。 

    イ リフォーム等の場合 

     （ア） 共用廊下に面する住戸の窓等 

新築の場合と同様とする。 

    （イ） バルコニー等に面する窓 

バルコニー等に面する住戸の窓のうち侵入が想定される階に存するも 

のは、防犯建物部品等であるサッシ及びガラスその他の建具を設置したも

のとする。やむを得ず防犯建物部品等が設置できない場合は、サッシへの

錠付きクレセント、補助錠の設置等住戸内への侵入防止に有効な措置を講

ずるものとする。 

  （５） バルコニ－ 

       ア 新築の場合 

    （ア） バルコニーの配置 

住戸のバルコニーは、縦樋、階段の手摺り等を利用した侵入が困難な位

置に配置する。やむを得ず縦樋又は階段の手摺り等がバルコニーに接近す
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る場合には、面格子の設置等バルコニーへの侵入防止に有効な措置を講じ

たものとする。 

    （イ） バルコニーの手摺り等 

住戸のバルコニーの手摺り等は、プライバシーの確保、転落防止及び構

造上支障のない範囲において、周囲の道路等、共用廊下、居室の窓等から

の見通しが確保された構造のものとすることが望ましい。 

    （ウ） 接地階のバルコニー 

接地階の住戸のバルコニーの外側等の住戸周りは、住戸のプライバシー

の確保に配慮しつつ、周囲からの見通しを確保したものとすることが望ま

しい。なお、領域性等に配慮し、専用庭を配置する場合には、その周囲に

設置する柵又は垣は、侵入の防止に有効な構造とする。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） バルコニーへの侵入防止策 

住戸のバルコニーのうち、縦樋、階段の手摺り等を利用した侵入が容易

な位置にあるものは、面格子の設置等バルコニーへの侵入防止に有効な措

置が講じられたものとすることが望ましい。 

    （イ） バルコニーの手摺り等 

新築の場合と同様とする。 

    （ウ） 接地階のバルコニー 

        新築の場合と同様とする。 

 （６） 塀、柵及び生垣等 

塀、柵及び生垣等の位置、種類、高さ等は、プライバシ－の確保及び構造上

支障のない範囲において、周囲からの死角の原因及び敷地内への侵入の足場

とならないものとする。 

 （７） 駐車場、自転車置場及びオ－トバイ置場 

駐車場、自転車置場及びオ－トバイ置場は、道路、玄関又は居室の窓等から

見通しが確保された位置に配置するとともに、必要に応じて照明設備の設置

及び盗難防止の措置等を講ずることが望ましい。 

 ２－２ 共同住宅の共用部分の設計 

  （１） 共用出入口 

    ア 新築の場合 

    （ア） 共用玄関の配置 

共用玄関は、道路及びこれに準ずる通路（以下「道路等」という。）か

らの見通しが確保された位置に配置する。道路等からの見通しが確保され

ない場合には、防犯カメラの設置等、見通しを補完する対策を実施する。 

    （イ） 共用玄関扉 

共用玄関には、玄関扉を設置することが望ましい。また、玄関扉を設置

する場合には、扉の内外を相互に見通せる構造（以下「内外を見通せる構

造」という。）とするとともに、各住戸と通話可能で通話者及び共用玄関

の外側の状況を撮影・録画可能なインターホンとこれに連動した電気錠を

有した玄関扉によるオートロックシステムが導入されたものであることが
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望ましい。 

    （ウ） 共用玄関以外の共用出入口 

共用玄関以外の共用出入口は、道路等からの見通しが確保された位置に

設置する。道路等からの見通しが確保されない場合には、防犯カメラの設

置等の見通しを補完する対策を実施することが望ましい。また、オートロ

ックシステムを導入する場合には、自動施錠機能付き扉を設置する。 

    （エ） 共用出入口の照明設備 

共用玄関の照明設備は、その内側の床面においてはおおむね５０ルクス

以上、その外側の床面においては、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、

おおむね２０ルクス以上の平均水平面照度をそれぞれ確保することができ

るものとする。 

共用玄関以外の共用出入口の照明設備は、床面においておおむね２０ル

クス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） 共用玄関の見通しの確保 

共用玄関は、道路等からの見通しが確保されたものとすることが望まし 

い。 

    （イ） 共用玄関扉 

共用玄関扉は、内外を見通せる構造とするとともに、各住戸と通話可能

で通話者及び共用玄関の外側の状況を撮影・録画可能なインターホンとこ

れに連動した電気錠を有した玄関扉によるオートロックシステムが導入さ

れたものであることが望ましい。 

    （ウ） 共用玄関以外の共用出入口 

共用玄関以外の共用出入口は、道路等からの見通しが確保された位置に

設置することが望ましい。また、オートロックシステムが導入される場合

には、自動施錠機能付き扉を設置する。 

    （エ） 共用出入口の照明設備 

新築の場合と同様とする。 

  （２） 管理人室 

    ア 新築の場合 

      管理人室は、共用玄関、共用メ－ルコ－ナ－（宅配ボックスを含む。以下同

じ。）及びエレベ－タ－ホ－ルを見通せる構造とし、又はこれらに近接した位

置に配置する。 

    イ リフォーム等の場合 

管理人室は、共用玄関、共用メールコーナー及びエレベーターホールを見通

せる構造とすることが望ましく、又はこれらに近接した位置に配置することが

望ましい。 

  （３） 共用メールコーナー 

    ア 新築の場合 

    （ア） 共用メールコーナーの配置 

共用メールコーナーは、共用玄関、エレベーターホール又は管理人室等
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からの見通しが確保された位置に配置する。見通しが確保されない場合

には、防犯カメラの設置等の見通しを補完する対策を実施する。 

    （イ） 共用メールコーナーの照明設備 

共用メールコーナーの照明設備は、床面においておおむね５０ルクス以

上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

    （ウ） 郵便受箱 

郵便受箱は、施錠可能なものとする。また、オ－トロックシステムを導

入する場合には、壁貫通型等とすることが望ましい。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） 共用メールコーナーの見通しの確保 

共用メールコーナーは、共用玄関、エレベーターホール又は管理人室等

からの見通しが確保されたものとすることが望ましい。 

    （イ） 共用メールコーナーの照明設備 

新築の場合と同様とする。 

    （ウ） 郵便受箱 

郵便受箱は、施錠可能なものとする。 

  （４） エレベーターホール 

    ア 新築の場合 

    （ア） エレベーターホールの配置 

共用玄関の存する階のエレベーターホールは、共用玄関又は管理人室等

からの見通しが確保された位置に配置する。見通しが確保されていない場

合には、防犯カメラの設置等、見通しを補完する対策を実施する。 

    （イ） エレベーターホールの照明設備 

共用玄関の存する階のエレベーターホールの照明設備は、床面において

おおむね５０ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものと

する。 

その他の階のエレベーターホールの照明設備は、床面においておおむね

２０ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） エレベーターホールの見通しの確保 

共用玄関の存する階のエレベーターホールは、共用玄関又は管理人室等

からの見通しが確保されたものとすることが望ましい。 

    （イ） エレベーターホールの照明設備 

新築の場合と同様とする。 

  （５） エレベーター 

    ア 新築の場合 

    （ア） エレベーターの防犯カメラ 

        エレベーターのかご内には、防犯カメラを設置する。 

     （イ） エレベーターの連絡及び警報装置 

        エレベ－タ－は、非常時において押しボタン、インタ－ホン等によりか

ご内から外部に連絡又は吹鳴する装置が設置されたものとする。 
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    （ウ） エレベーターの扉 

        エレベ－タ－のかご内及び昇降路の出入口の扉は、エレベ－タ－ホ－ル

からかご内を見通せる構造の窓が設置されたものとする。 

    （エ） エレベーターの照明設備 

        エレベーターのかご内の照明設備は、床面においておおむね５０ルクス

以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） エレベーターの防犯カメラ 

新築の場合と同様とする。 

    （イ） エレベーターの連絡及び警報装置 

新築の場合と同様とする。 

    （ウ） エレベーターの扉 

新築の場合と同様とする。 

    （エ） エレベーターの照明設備 

新築の場合と同様とする。 

  （６） 共用廊下・共用階段 

    ア 新築の場合 

    （ア） 共用廊下・共用階段の構造等 

共用廊下及び共用階段は、それぞれの各部分、エレベーターホール等か

らの見通しが確保され、死角を有しない配置又は構造とすることが望まし

い。 

共用廊下及び共用階段は、各住戸のバルコニー等に近接する部分につい

ては、当該バルコニー等に侵入しにくい構造とすることが望ましい。 

共用階段のうち、屋外に設置されるものについては、住棟外部から見通 

しが確保されたものとすることが望ましく、屋内に設置されるものについ

ては、各階において階段室が共用廊下等に常時開放されたものとすること

が望ましい。 

    （イ） 共用廊下・共用階段の照明設備 

共用廊下・共用階段の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつ

つ、床面においておおむね２０ルクス以上の平均水平面照度を確保するこ

とができるものとする。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） 共用廊下・共用階段の構造等 

共用廊下は、その各部分、エレベーターホール等からの見通しが確保さ

れたものとすることが望ましい。 

共用廊下及び共用階段は、各住戸のバルコニー等に近接する部分につい 

ては、当該バルコニー等に侵入しにくい構造とすることが望ましい。 

共用階段のうち、屋外に設置されるものについては、住棟外部から見通

しが確保されたものとすることが望ましく、屋内に設置されるものについ

ては、各階において階段室が共用廊下等に常時開放されたものとすること

が望ましい。 
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    （イ） 共用廊下・共用階段の照明設備 

新築の場合と同様とする。 

  （７） 自転車置場・オートバイ置場 

    ア 新築の場合 

    （ア） 自転車置場・オートバイ置場（以下「自転車置場等」という。）の配置 

自転車置場等は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保

された位置に配置する。 

屋内に設置する場合には、構造上支障のない範囲において、周囲に外部

から自転車置場等の内部を見通すことが可能となる開口部を確保する。 

地下階等構造上周囲からの見通しが困難な場合には、防犯カメラの設置 

等、見通しを補完する対策を実施する。 

    （イ） 自転車置場等の盗難防止措置 

自転車置場等は、チェ－ン用バ－ラック、サイクルラックの設置等自転 

車又はオ－トバイの盗難防止に有効な措置が講じられたものとする。 

       （ウ） 自転車置場等の照明設備 

自転車置場等の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、床

面においておおむね３ルクス以上の平均水平面照度を確保することができ

るものとする。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） 自転車置場等の見通しの確保 

自転車置場等は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保

されたものとすることが望ましい。 

    （イ） 自転車等の盗難防止措置 

新築の場合と同様とする。 

    （ウ） 自転車置場等の照明設備 

新築の場合と同様とする。 

  （８） 駐車場 

    ア 新築の場合 

    （ア） 駐車場の配置 

駐車場は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保された

位置に配置する。屋内に設置する場合には、構造上支障のない範囲におい

て、周囲に開口部を確保する。地下階等構造上周囲からの見通しの確保が

困難な場合には、防犯カメラの設置等、見通しを補完する対策を実施する。 

    （イ） 駐車場の照明設備 

駐車場の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、床面にお 

いておおむね３ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるもの

とする。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） 駐車場の見通しの確保 

駐車場は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保された

ものとすることが望ましい。 



- 27 -  

    （イ） 駐車場の照明設備 

新築の場合と同様とする。 

  （９） 通路 

    ア 新築の場合 

    （ア） 通路の配置 

        通路（道路に準じるものを除く。以下同じ。）は、道路等、共用玄関又

は居室の窓等からの見通しが確保された位置に配置する。また、周辺環境、

夜間等の時間帯による利用状況及び管理体制等を踏まえて、道路等、共用

玄関、屋外駐車場等を結ぶ特定の通路に動線が集中するように配置するこ

とが望ましい。 

    （イ） 通路の照明設備 

通路の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、路面におい 

ておおむね３ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものと

する。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） 通路の見通しの確保 

通路は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保されたも

のとすることが望ましい。 

    （イ） 通路の照明設備 

新築の場合と同様とする。 

 （10） 児童遊園、広場又は緑地等 

    ア 新築の場合 

    （ア） 児童遊園、広場又は緑地等（以下「広場等」という。）の配置 

        広場等は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保された

位置に配置する。 

    （イ） 広場等の照明設備 

広場等の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、地面にお

いておおむね３ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるもの

とする。 

    （ウ） 塀、柵又は垣等 

塀、柵又は垣等は、領域性を明示するよう配置することが望ましい。ま

た、塀、柵又は垣等の位置、構造、高さ等は、周囲からの死角の原因及び

住戸の窓等への侵入の足場とならないものとする。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） 広場等の見通しの確保 

広場等は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保された

ものとすることが望ましい。 

    （イ） 広場等の照明設備 

新築の場合と同様とする。 

   （ウ） 塀、柵又は垣等 

新築の場合と同様とする。 
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  （11） 防犯カメラ 

    ア 新築の場合 

    （ア） 防犯カメラの設置 

防犯カメラを設置する場合は、有効な監視体制のあり方を併せて検討す 

る。また、防犯カメラの映像を録画する記録装置を設置することが望まし

い。 

    （イ） 防犯カメラの配置等 

防犯カメラを設置する場合には、見通しの補完、犯意の抑制等の観点か

ら有効な位置、台数等を検討し適切に配置する。 

防犯カメラを設置する部分の照明設備は、照度の確保に関する規定のあ

る各項目に掲げるもののほか、当該防犯カメラが有効に機能するため必要

となる照度を確保したものとする。 

    イ リフォーム等の場合 

    （ア） 防犯カメラの設置 

共用出入口、共用メールコーナー、エレベーターホール、屋内共用階段、

自転車置場・オートバイ置場、駐車場等の改修において、防犯上必要な見

通しの確保が困難な場合には、防犯カメラを設置することが望ましい。 

防犯カメラを設置する場合は、有効な監視体制のあり方を併せて検討す

る。また、防犯カメラの映像を録画する記録装置を設置することが望まし

い。 

    （イ） 防犯カメラの配置等 

新築の場合と同様とする。 

  （12）その他 

    ア 新築の場合 

    （ア） 屋上 

屋上は、出入口等に扉を設置し、屋上を居住者等に常時開放する場合を

除き、当該扉は、施錠可能なものとする。また、屋上がバルコニー等に近

接する場合には、避難上支障のない範囲において、面格子又は柵の設置等

バルコニー等への侵入防止に有効な措置を講じたものとする。 

    （イ） ゴミ置場 

ゴミ置場は、道路等からの見通しが確保された位置に配置する。また、

住棟と別棟とする場合は、住棟等への延焼のおそれのない位置に配置する。 

ゴミ置場は、他の部分と塀、施錠可能な扉等で区画されたものとすると

ともに、照明設備を設置したものとすることが望ましい。 

    （ウ） 集会所等 

集会所等の共同施設は、周囲からの見通しが確保されたものとするとと 

もに、その利用機会が増えるよう、設計、管理体制等を工夫する。 

  イ リフォーム等の場合 

    （ア） 屋上 

新築の場合と同様とする。 

    （イ） ゴミ置場 
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ゴミ置場は、道路等からの見通しが確保されたものとする。また、住棟

と別棟である場合には、住棟等への延焼のおそれのない構造等とする。 

ゴミ置場は、他の部分と塀、施錠可能な扉等で区画されたものとすると

ともに、照明設備を設置したものとすることが望ましい。 

    （ウ） 集会所等 

新築の場合と同様とする。 

 

注１：「防犯建物部品等」とは、「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民

合同会議」が公表している「防犯性能の高い建物部品目録」に掲載された建物部

品など、工具類等の侵入器具を用いた侵入行為に対して、①騒音の発生を可能な

限り避ける攻撃方法に対しては５分以上、②騒音の発生を許容する攻撃方法に対

しては、騒音を伴う攻撃回数７回（総攻撃時間１分以内）を超えて、侵入を防止

する防犯性能を有することが、公正中立な第三者機関により確かめられた建物部

品をいう。 

注２：「侵入されるおそれのない小窓」の規模の目安としては、住宅性能表示制度にお

いて例示されている「侵入可能な規模の開口部」がある。 
 
 
 

住宅性能表示制度が示す「侵入可能な規模の開口部」の大きさ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年１２月１９日 一部改正 
平成２６年 ８月２５日 一部改正 
平成１６年１２月２８日 群馬県知事決定 
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資料６ 学校等の施設内における子どもの安全確保のための指針 
 
第１ 通則 

１ 目的 
 この指針は、群馬県犯罪防止推進条例（平成１６年群馬県条例第４５号）第
１１条第２項の規定に基づき、学校等の施設内における子どもの安全の確保の
ために必要な方策を示し、もって学校等の施設内における子どもの安全の確保
を図ることを目的とする。 

２ 基本的な考え方 
（１）この指針は、学校等を設置し、又は、管理する者に対して当該学校等の

施設内における子どもの安全を確保するための具体的な方策等を示すもの
である。 

（２）学校等を設置し、又は、管理する者は、法令及び関係条例等を踏まえ、
管理体制の整備状況や学校等の実情に応じてこの指針を運用するものとす
る。 

（３）この指針は、「開かれた学校づくり」（注１）と相反するものではなく、
「開かれた学校づくり」の趣旨を生かしながら、合わせて安全確保対策を
進めて行くものである。 

（４）この指針は、社会状況の変化等を踏まえ、必要に応じて見直すものとす
る。 

 ３ 適用範囲 
   この指針を適用する学校等は、次のとおりとする。 

（１）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校のうち、
大学を除いたもの（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、
特別支援学校及び高等専門学校） 

（２）同法第１２４条に規定する専修学校の高等課程 
（３）同法第１３４条第１項に規定する各種学校で主として子どもに対して学 

校教育に類する教育を行うもの 
（４）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する児童

福祉施設（助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、児童厚生施設、
児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、情緒障害児短期
治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センター） 

（５）同法第６条の３第２項に規定する事業を行う施設（学童保育施設） 
（６）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法 

律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園 
第２ 具体的方策等 

 学校等における子どもの安全を確保するため、その責任者（安全主任等）の設
置及び教職員等による校内組織の整備を行うとともに、保護者、地域のボランテ
ィアその他関係機関とも連携し、各学校等の実情に応じた安全対策を推進する体
制を整備し、次のような安全対策の実施に努める。 
１ 正当な理由なく学校等に立ち入ろうとする者の侵入防止 

 正当な理由なく学校等に立ち入ろうとする者（以下「不審者」という。）の
侵入を防止し、子どもへの危害を未然に防ぐため、次のような対策を実施する。 
（１）出入り口の限定 
（２）門扉の施錠等の措置 
（３）不審者の侵入を禁止する旨の立て札、看板等の設置 
（４）来訪者用の入口及び受付の明示 
（５）来訪者に対する名簿の記入及び来訪者証の使用の要請 
（６）子どもの送迎時における保護者の確認の徹底 
（７）来訪者への声掛けの励行 
（８）不審者の侵入を防ぐための、防犯カメラ等監視装置の設置 
   ※防犯カメラを設置する場合は「防犯カメラガイドライン」を遵守する 

こと。 
（９）不審者の侵入防止及び死角の排除等を目的とした教室、職員室等の配置

の検討 
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（10）不審者が侵入しようとし、又は侵入した場合の防犯ベル等緊急通報装置
の設置 

２ 不審者侵入時の危機管理マニュアルの策定 
 不審者が学校等に侵入しようとし、又は侵入した場合に備え、各学校等独自
の「危機管理マニュアル」を、次の事項に留意し策定する。 
（１）危機管理マニュアルの策定に際しては、文部科学省「学校の危機管理マ

ニュアル－子どもを犯罪から守るために－」等を参考として、各学校等の
実情に合わせて具体的な内容を規定するものとする。 

（２）危機管理マニュアルに基づき、防犯避難訓練、応急手当の訓練、その他
関係する研修等を実施し、日頃から職員への周知徹底を図る。 

（３）危機管理マニュアルは、防犯訓練の反省、社会状況の変化や施設設備の
改修等を踏まえて、随時、見直し・改善を実施するものとする。 

３ 施設設備の点検整備の実施 
 日常の安全管理の徹底を目的として、次のような施設設備の点検整備を実施
する。 
（１）通用門、囲障、外灯、建物の窓、建物の出入り口、施錠状況等の確認 
（２）死角の原因となる障害物（植栽等）の除去 
（３）監視装置及び緊急通報装置の作動点検 

４ 通学路等学校周辺における子どもの安全確保 
     通学路等学校周辺における子どもの安全を確保するため、次のような取組を

行う。 
（１）地域安全マップの作成等による通学路等の安全点検、防犯ブザーの貸与 

    等 
（２）教職員等による学校等の敷地内及び外周の巡回 
（３）近隣の学校等間における情報提供体制の確立 
（４）学校等の近隣において子どもに危害が及ぶおそれがある事案が発生した

場合の情報収集、通報、保護者への連絡、登下校の方法の決定等 
５ 安全教育の充実 

 子どもが日常生活全般における安全確保のために必要な事項を実践的に理解
し、犯罪被害に遭わないための知識の習得及び様々な危険の予測ができる能力
を育成するため、学級活動及びホームルーム活動、学校行事等で、計画的に学
習できるよう次のような取組を行うとともに、保護者の啓発に努める。 
（１）不審者侵入時の対処方法を習熟させる避難訓練の実施 
（２）安全マップの作成等による地域における危険箇所、「子ども安全協力の

家」、「かけ込み１１０番」等の周知 
（３）誘拐、連れ去り等に遭わないための対処方法の指導 
（４）被害に遭った場合の対処方法の指導 

６ 緊急時の対応確認 
 不審者が侵入し、子どもに危害が及ぶ危険が迫った場合の教職員等の危機意
識を日頃から高めておくとともに、危機管理マニュアルに基づいて特に次のよ
うな対応事項の徹底に努める。 
（１）子どもの安全確保に有効なものの設置場所や使用方法の確認（さすまた、

消火器、モップ等） 
（２）職員室等への緊急連絡方法の確認（緊急通報装置等の設置場所や使用方

法等） 
（３）子どもの避難誘導方法の確認 
（４）警察署等への通報体制の確認 

７ 保護者、地域及び関係団体との連携 
 保護者、地域及び関係団体（ＰＴＡ、自治会、青少年育成団体等）と連携し、
子どもの安全につながる次のような施策の実施に努める。 
（１）保護者、地域住民及び関係団体への協力依頼 

ア 保護者、ボランティア等による登下校中のパトロール等 
イ 学校支援センターの活用 
ウ 不審者を発見した場合の学校及び警察等への通報 

（２）注意喚起の文書等の各家庭への配付や地域での掲示など、速やかな周知
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体制の整備 
（３）「子ども安全協力の家」等の拡大に向けた関係機関への働きかけ 

８ 市町村、警察署、消防署その他関係機関との連携 
 市町村、警察署、消防署その他関係機関との連携を強化し、子どもの安全確
保のための情報交換に努めるとともに、次のような対策を実施する。 
（１）学校等内外の巡回及び安全確保の協力依頼 
（２）関係機関の協力による安全教室、護身術等の防犯訓練、緊急救命訓練等

の実施 
（３）緊急時の連絡体制の確立 
（４）医療機関等との連携による心のケアを必要とする子どもへの対応 

（注１）開かれた学校づくり 
 学校が家庭や地域社会とともに児童生徒を育てていくという観点に立って、
学校施設の開放、教育機能の開放、学校情報の公開、教育活動や学校運営の
開放を行うものである。（「『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」：
文部科学省より） 

 
平成２６年８月２０日一部改正 

ただし、第１の３の6.は、「就学前の子どもに 
関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す 
る法律の一部を改正する法律（平成２４年法律第 
６６号）」の施行の日から施行する。 
 
平成２６年７月２４日群馬県知事決定 
平成２６年７月２５日群馬県教育委員会決定 
平成２６年８月２０日群馬県公安委員会決定 
平成２２年４月１日 一部改正 
平成１６年１２月２８日 群馬県知事決定 
平成１６年１２月２２日 群馬県公安委員会決定 
平成１６年１２月２８日 群馬県教育委員会 

 


